
 1

２００９年１２月２５日 

第７回執行委員会 

氏名 参加確認 氏名 参加確認 氏名 参加確認 氏名 参加確認 

青木  加藤  佐藤  関谷  

岡本  岩田  米山  相方  

五十嵐  遠藤  栗林  黒澤  

小坂  小林  笹川  須永  

冨澤  武藤  森  柚井  

伊東  加藤(洋)  書記局    

 

【日 程】 

《別紙資料 1参照》                              P1～P4 

 

【報告事項】《報告資料参照》 

12/03  反核平和委員会総会                         P1 

           都本部現評総会                             P2 

       07  連合南多摩地区協議会政策制度要請行動       P3～P5 

       10  市町職連絡会単組代表者会議                 P6～P7 

           三多摩地域協議会                           P8 

           市職青年部総会 

       13  都本部公共サービス民間労組協議会           P9 

       14  都本部単組代表者会議                       P10～P11 

       15～16 春闘中央討論集会                       P12 

       16  第４回事業本部総会                         P13 

       20  東久留米市長選投開票                       P14 

 

【協議事項】 

１．２０１０春闘について 

《別紙春闘方針組織等議案参照》 

〈日 程〉 

２月 ６日 都本部春闘討論集会 10 時～15 時 30 分 厚生年金会館 

     １２日 連合春季生活闘争開始宣言集会 16時30分 日比谷公会堂 

    １５日～２２日 要求書提出ゾーン 

    １５日～２２日 ストライキ批准投票 

  ３月１２日 対自治体全国統一行動日 



 2

２．再任用職員の市職に加入する規約の一部改正について 

１）改正内容について 

《別紙資料２参照》                                P5 

 

 ２）市職選挙執行要綱に基づき選挙管理委員会で行う 

 

 ３）春闘のストライキ批准投票と合わせて行う 

 

３．給食管理委員制度の推進について 

１）12 月 14 日に労使での意見交換を行い、平成 22 年度の給食体制について

協議した内容を確認書で整理。 

《別紙資料３参照》                                 P6 

 

 ２）平成 22 年度の給食体制について提案 

①給食管理員の正規配置 

②学校栄養士のグループ化による食育推進体制の構築 

③来年度の給食管理員の育成要員と退職補充による給食業務の民間活用 

《別紙資料４参照》                                 P7 

 

４．第２次財政委員会の開催について 

１）2008年に市職の財政状況と組合運営について財政委員会を設置し検討報

告を受けた。検討の未整理部分について取りまとめることになっていたが

なされていない。 

 

 ２）2010年度を迎えるにあたり第 2次財政委員会を開催し、組合活動の将来

に向け運動し続けられる組合財政確保を図る。 

 

３）政策委員会のメンバー 

  委員長 書記長 書記次長 会計 事業本部事務局長 

 

４）委員会開催日時・場所 

  毎週火曜日 午前 9時から 11時 職員組合事務所 

1月 12日、19日、2６日、2月 2日 （計 4回） 

 

５）協議内容について 

  第 1次政策委員会の未整理部分 



 3

５．組合旅費・行動費の見直しについて 

１）時間内組合活動が整理され、組合活動が勤務時間外に行われる会議や集

会が多くなり、執行部をはじめ部会役員の家庭的責任が果たせない状況が

多く見受けられるようになった。 

 

２）市職の組合旅費・行動費支給規定も 2004年 2月に日当の第 5条の支給額

を一部変更しただけで、1993年 4月から見直しがされていない。 

 

３）よって、現在の組合活動に合った旅費・行動費の見直しを行うため、市

職員組合旅費・行動費支給規則第 9 条（審議機関の設置）に従い見直しを

するための審議機関を設置する。 

 

４）審議機関のメンバーは、組合執行部書記長、書記次長、会計、四協議会

議長で構成する。 

 

６．脱単純労務職の取り組み 

 １）生活グループ協議（中間まとめ） 

《別紙資料５参照》                                 P8 

 

 ２）まちづくりグループ協議（中間まとめ） 

《別紙資料６参照》                                 P9～P10 

 

７．再雇用嘱託廃止に伴う再雇用職場の確認について 

 １）来年度の再雇用職場の配置案 

《別紙資料７参照》                                 P11 

 

 ２）学校管理員（再雇用嘱託）の廃止し、施設開放員配置校と統一を図る 

 

８．４時間超６時間以内勤務時の休憩時間必要規定の廃止について 

《別紙資料８参照》                                 P12 

 

９. 市職旗開きについて 

《別紙資料９参照》                                 P13～P14 
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10．その他 

１）署名の取り組み 

①「脱子どもの貧困、育ちの環境改善を求める要請書」 

《別紙資料 10 参照》                                P15～P16 

②「新国立劇場合唱団契約打ち切り事件」最高裁に口頭弁論開催を要請す

る署名 

《別紙資料 11 参照》                                P17 

 

 ２）町田市議会議員選挙の推薦決定について 

  2 月 14 日告示 21 日投票 

  いとう康人（民主党）都本部推薦決定 

   《別紙資料 12 参照》                                P18 

 

 ３）職員安全衛生の取り組みについて 

  ①時間外勤務労働に係るパートロールについて 

  ②公用車事故のカウントの方法について 

  《別紙資料 13 参照》                                P19 

 

 ４）市職機関紙発行について 

 《別紙資料 14 参照》                                P20～P21 

 

５）年末年始の挨拶周りについて 

  《別紙資料 15 参照》                                P22 

 

６）「ラオス北部の村のために冬用衣類を贈る運動」の報告について 

《別紙報告書参照》 

 

 

※次回、第８回執行委員会   月  日 （  ）   時  分～ 


